
 
熱中症対策に資する現場管理費補正の試⾏要領（事前計上） 

 
（⽬的） 
第 1 条 本要領は、近年の夏季における猛暑⽇の増加などの気候状況を考慮し、建設現場

における安全対策を進めるために、熱中症対策に必要な経費の計上に関して現場管
理費を補正するにあたり、必要な事項を定めたものである。 

 
（定義） 
第 2 条 この要領において次の各号に掲げる⽤語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 
(1)真夏⽇ 

 気象庁の観測地点「名古屋（愛知）」における、直近３ヶ年の⽇最⾼気温が３０
度以上の、５⽉から１０⽉までの各⽉毎の平均値（少数１位四捨五⼊）。 
 対象期間が１０⽇／⽉以上あれば平均値の１／３（少数１位四捨五⼊）、２０⽇
／⽉以上あれば平均値の２／３（少数１位四捨五⼊）を計上する。 

(2)対象期間 
 ⼯事契約予定⽇から⼯期末予定⽇までの期間で、準備期間、施⼯に必要な実⽇
数、不稼働⽇、後⽚付け期間の期間の合計。 
 なお、年末年始６⽇間、⼯場製作のみ実施している期間、⼯事全体を⼀時中⽌し
ている期間は含まない。 

 
（対象⼯事） 
第 3 条 名古屋市緑政⼟⽊局が発注する⼯事において、下記（１）（２）に該当する場

合、試⾏対象⼯事とする。 
ただし、単価契約⼯事は除く。 

(1)適⽤範囲 
令和７年１０⽉１⽇以降に起案し、契約した⼯事。 

(2)対象⼯事 
ア 主たる⼯種が屋外作業である⼯事。 
イ 電気通信設備⼯事等においては、主たる⼯種が屋外作業である⼯事及び製造を 

 対象とするが、主たる⼯種が屋内作業であっても空調設備等がなく室内環境が
屋外と同等と認められる場合は対象とすることができる。ただし、機器等の⼯
場製作期間並びに、⼯場製作⼯を含む⼯事の当該期間を対象期間から除くもの
とする。 

 



（積算⽅法） 
第 4 条 真夏⽇率を考慮した現場管理費の補正の積算⽅法は以下のとおりとする。 

 (1)真夏⽇率の算出⽅法 
 真夏⽇率は次の式により算出するものとする。 
 
真夏⽇率※1 ＝ 対象期間内の真夏⽇ ÷ 対象期間※2 

 
   ※１ 真夏⽇率は⼩数点以下 3 位を四捨五⼊して 2 位⽌めとする。 
   ※２ 対象期間は「第 2 条（２）対象期間」の定めによる。 

(2)補正値 
     現場管理費の補正は、「第４条（１）真夏⽇率の算出⽅法」により算出された

真夏⽇率を⽤い、次の式により算出した補正値を現場管理費率に加算する。 
 
補正値（％）※3 ＝ 真夏⽇率 × 真夏⽇補正係数※4 

 
※３ 補正値（％）は⼩数点以下 3 位を四捨五⼊して 2 位⽌めとする。 
※４ 真夏⽇補正係数：１．２ 

(3)現場管理費 
      
     対象純⼯事費 × ((現場管理費率 × 補正係数※5) ＋ 補正値(%)※6) 
 
    ※５ ⼟⽊⼯事標準積算基準書における「地域補正の補正係数」をさす。 
    ※６ ⼟⽊⼯事標準積算基準書における「施⼯時期、⼯事期間等を考慮した現場 

管理費率」をさす。「積雪寒冷地域で施⼯時期が冬季となる場合の補正」 
及び「緊急⼯事の場合」と重複する場合においても、最⾼２％とする。 

 
（⼯事発注時の取扱い） 
第５条 発注者は、⼯事発注に際し、実施設計において第４条に基づき現場管理費の補正

を⾏うものとする。 
 
（設計変更に係る取扱い） 
第６条 真夏⽇の実績に基づく精算変更は原則⾏わないこととするが、受発注者協議にお

いて著しい乖離が認められる場合は、その限りではない。 
  また、⼯期延期や⼯場製作時期の⼤きな変更など、当初発注時と期間が異なる場

合については、受発注者間で協議を⾏い対象期間及び真夏⽇の期間変更を⾏うこと
ができるものとする。 



（補則） 
第７条 本要領に定めのない事項、またはこの要領の規定により難い事項については、受

発注者が協議の上、決定するものとする。 
 
附則 
この要領は、令和 7 年（２０２５年）１０⽉１⽇から施⾏する。 


